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舗装の劣化過程は路面の劣化過程と舗装全体の耐荷力の低下過程で構成される複合的劣化過程である．耐荷

力の低下は路面の劣化速度に影響を及ぼす．管理者は路面性状調査により路面の健全度を観測できる．一方，耐

荷力の低下に関しては FWD調査等により部分的に観測可能である．本研究では，このような特性を有する路
面の劣化過程を，耐荷力の状態に依存する混合マルコフ過程として記述する．そのうえで，期待ライフサイク

ル費用を最小にするような最適調査間隔と補修更新政策を同時に決定することを目的とする最適補修更新モデ

ルを提案する．さらに，具体的に NEXCOが管轄する高速道路を対象とした適用事例を通じて，最適補修更新
モデルの有効性を実証的に検証する．
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1. はじめに

道路舗装の劣化過程には多くの不確実性が介在して

おり，舗装の劣化過程を確定的に予想することは困難

である．路面性状調査により，路面の劣化状態（以下，

路面健全度と呼ぶ）を観測することができる．路面の

劣化過程の不確実性を考慮した統計的劣化予測モデル

として，マルコフ劣化モデル等が提案されている1)−7)．

マルコフ劣化モデルを用いることにより，実際の路面

性状調査結果に基づいて，実態に即した劣化過程を予

測することができる．その結果，舗装の補修費用の流

列を用いて定義される期待ライフサイクル費用（以下，

期待 LCCと表す）の低減に資するような路面補修政策

を合理的に検討することが可能となった．

一方，道路を長期間にわたり利用することにより，路

面だけでなく道路舗装全体の劣化が進展し舗装耐荷力

が低下する．舗装耐荷力が低下すれば，ひび割れの発

生が加速する等，路面の劣化速度に影響を及ぼす．舗

装耐荷力に関しては，FWD調査を用いたたわみ量調査

等により観測することができる．期待 LCCの低減化を

達成するためには，舗装耐荷力が低下した道路区間に

おいては路面だけでなく，舗装全体の補修（以下，舗

装更新と呼ぶ）を行うことが必要となる．

舗装の劣化過程に関する情報を獲得するために調査

費用や社会費用が発生する．調査費用を抑制するため

には，調査頻度を減少させることが望ましい．一方，調

査頻度が減少すれば，劣化過程に関する不確実性が増

加する．道路管理者が道路舗装のサービス水準に対し

て一定のリスク管理水準を設定する場合，調査頻度が

減少すればリスク管理水準を達成できないリスクが増

加する．あるいは，リスク管理水準を達成するために

は予防的に舗装を補修することが必要となる．したがっ

て，道路管理者が設定する舗装サービス水準に関する

所与のリスク管理水準の下で，補修費用，調査費用，モ

ニタリング費用で構成される期待 LCCの最小化を達成

するような調査間隔や舗装の補修更新政策を求めるよ

うな方法論が必要となる．

以上の問題意識の下で，本研究では，舗装の劣化状

態を路面健全度，舗装耐荷力という複数の状態変数を

用いたマルコフ過程として表現するとともに，所与の

リスク管理水準の下で期待 LCCを最小にするような調

査間隔と補修更新政策を同時に決定するためのマルコ

フ決定モデル（以下，最適補修更新モデルと呼ぶ）を

定式化する．以下，2.で本研究の基本的な考え方を説

明する．3.で，舗装の劣化過程を複数状態変数を用い

たマルコフ過程として定式化する．4.で，最適補修更
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新モデルを定式化する．5.で，実際の高速道路を対象

とした実証分析事例を示す．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 従来の研究概要

土木施設の維持・補修方法として，1)時間依存的ルー

ル，2)状況依存的ルールという 2種類の補修更新政策

を考えることができる．時間依存的ル－ルは，一定の

時間間隔を経て定期的に土木施設の維持更新を実施す

る方法である．たとえば，照明施設等の道路付帯施設

のように，数多くの小規模の設備で構成されているよ

うな設備・機器システムや，管路等の地中埋設物のよ

うに，維持管理費に対して調査費用が占める割合が高

くなるような土木施設に関しては，土木施設の劣化状

態に関わらず定期的に土木施設や設備を更新するとい

う時間依存的ルールを適用することが望ましい．一方，

劣化過程に多大な不確実性が存在する場合，土木施設

の劣化状態に依存して補修更新政策を決定するという

状況依存的ルールを採用することが考えられる．本研

究では，道路舗装の劣化過程の不確実性に着目し，状

況依存的ルールを用いた補修更新政策を求める方法論

を提案する．

破壊や故障がある定常的な確率過程に従って生起す

るようなシステムの最適補修政策に関しては膨大な研

究が蓄積されている8),9)．特に，健全度を離散的な状態

変数で記述するマルコフ決定モデル10)は，劣化過程の

記述が簡単であり，土木工学の分野でも数多くの実用

モデル11)−19)が提案されている．多くの土木施設にお

いては，調査業務を通じてのみ施設の健全度が部分的

に観察可能である場合が少なくない．このような劣化

過程が直接観測可能でないような施設の補修問題をマ

ルコフ決定過程を用いて分析する方法がいくつか提案

されている．しかし，そこでは調査時期があらかじめ

確定的に与えられており，定期的な調査により獲得し

た調査情報に基づいて補修の有無を決定するアプロー

チとなっている．特に，地下埋設物のような土木施設

の調査費用は無視できない．このような施設に関して

は調査のタイミングを決定すること自体が問題となる．

このような問題意識の下に，調査間隔と補修政策を同

時に求める最適補修モデルが提案されている16)−19)．

本研究では，道路舗装のマネジメントを対象として

最適補修更新モデルを定式化する．その際，舗装の劣化

過程を路面健全度，舗装耐荷力という 2種類の異なる

状態変数を用いた 2次元のマルコフ連鎖モデルとして

モデル化する．舗装の劣化状態は部分的に観測可能で

あり，路面性状調査により路面健全度を，さらに FWD

調査等により舗装耐荷力を観測することが可能である．

注）図の上段は，路面健全度の劣化過程を，下段は

耐荷力の低下過程を摸式的に示している．耐荷力が

低下すれば，路面健全度の劣化速度が速くなる．

図–1 舗装劣化過程

これらの調査結果に基づいて，路面補修，あるいは舗装

更新が実施される．当然のことながら，舗装更新が実

施される場合，路面も打ち換えられることになる．本

研究では，期待 LCCを最小にするような望ましい調査

間隔，補修更新政策を分析するために，路面健全度，舗

装耐荷力という複数状態変数を考慮したマルコフ決定

モデルを定式化する．筆者の知る限り，このような複

数次元を考慮したマルコフ決定モデルを用いた最適補

修更新モデルに関する研究事例は見あたらない．

(2) 劣化過程の不確実性と調査の目的

道路の舗装構造は，表層部，基層部，路盤部という複

数の層で構成される多層構造を有している．このうち，

表層 (路面) は車両交通による摩耗や繰り返し荷重，天

候・気象等の直接的な影響により劣化が進展する．さ

らに，各層における構造的欠陥の有無が路面の劣化速

度に影響を及ぼす．基層や路盤部も雨水や地下水の浸

透，繰り返し荷重の作用等により劣化が進展する．舗

装構造の劣化過程を，摸式的に図–1に示している．図

の上段は路面健全度の劣化過程を，下段は舗装耐荷力

の低下過程を示している．同図においては，路面健全

度の劣化過程の方が，耐荷力の低下よりも，早く進展

するように描かれている．舗装マネジメントにおいて

は，路面のサービス水準に対して，維持すべき管理目

標が規定されており，路面の健全度が管理目標に達し

た時点で補修が実施され，路面の健全度は初期状態ま

で回復する．しかし，耐荷力が低下することにより，路

面の劣化速度が加速される．このため，初期時点から

路面の補修回数が増加するほど，路面の補修間隔が短

くなる．耐荷力が低下した場合，路面の補修を繰り返

すより，舗装全体を更新することが期待 LCCを抑制す
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る上でも望ましくなる．

道路管理者は路面性状調査を定期的に実施すること

により，路面健全度を観測することができる．しかし，

舗装耐荷力は直接観察することが不可能である．舗装

構造の劣化状態を把握するためには．コア抜きや開削

調査のように破壊試験により舗装構造の劣化を直接観

察するか，FWD調査やベンケルマンビーム試験を用い

てたわみ量を計測することによって耐荷力を調査する

ことが必要である．このうち，FWD調査においては，

舗装表面に重錘を落下させ，その時に生じるたわみ量

を測定することによって，舗装耐荷力を診断すること

が可能である．すなわち，FWD調査を用いることによ

り，舗装構造の劣化状態に関する情報を客観的な数値

（たわみ量）を用いて評価することが可能である．しか

し，FWD調査を実施するためには道路交通規制を実施

することが不可欠であり，渋滞混雑という社会的費用

が発生する．また，調査範囲が広範囲となれば，広範

囲にわたる渋滞の発生や調査費が膨大になることが懸

念されるため，管理対象となる全線で FWD調査を実

施することは非現実的である．本研究では，路面性状

調査を定期的に実施するとともに，路面の劣化が進展

し補修が必要であると判断された区間に対して，さら

に FWD調査により舗装耐荷力を調査し，路面のみの

補修を実施するか，あるいは舗装を更新するかを決定

するような状況を想定する．

(3) 調査・補修スキーム

路面性状調査の結果に基づいて道路舗装の補修実施

の有無が判断されると考える．いま，図–2 において，

時点 tにおける路面性状調査により路面健全度が，た

とえば点 a (あるいは点 b) のように観測される．路面

健全度が観測された時に，道路管理者が選択可能なア

クションとして，1) 補修工事を実施せずに路面健全度

の判定結果を記録する (アクション e1)，2) FWD調査

を実施し，舗装の補修方法を検討する (アクション e2)，

という 2つをとりあげる．アクション e2が選択された

場合，FWD調査の結果に基づいて，1)路面のみが補修

され，路面が健全な状態に回復する (アクション e21)，

2)舗装更新が実施され，舗装全体が健全な状態に改善

する (アクション e22) のうちいずれかが直ちに実施さ

れる．道路管理者がアクション e1を採用した場合，時

点 tから，つぎの定期的な路面性状調査時点 t′ まで劣

化が進展する．時点 tにおいて，補修の実施 (FWD調

査の実施) を見送った場合，時点 tにおける耐荷力を確

定できないが，過去の FWD調査結果 (舗装更新時から

の経過年数) に基づいて当該時点における耐荷力の確率

分布を推定することができる．さらに，時点 tの定期的

な路面性状調査により，当該時点における路面健全度

注）時点 tで路面性状調査を実施し，その時に観測
された健全度が aであった場合，時点 t′ における健
全度分布が F1 となる．一方，時点 t における劣化
状態 bが，臨界的健全度を下回っている場合，時点
t′ における健全度分布が F2 となり，使用限界 J に
到達する確率が増加する．

図–2 舗装管理水準

に関する情報を獲得しているため，これらの情報を利

用して，さらに時点 t′ における路面健全度の確率分布

F を予測することができる．本研究の舗装マネジメン

トでは，路面健全度が所与の使用限界 J に到達してい

る確率を一定水準以下に維持することをリスク管理水

準として設定する．当然ながら，時点 tにおける劣化状

態が悪くなるほど，補修の実施を見送った時に，次の

路面性状調査時点 t′ において路面健全度が使用限界に

到達している確率は増加する．たとえば，図–2の点 a

のように路面健全度が比較的良好であれば，時点 t′ に

おける路面健全度は確率分布 F1に従って分布すること

が予測される．しかし，点 bに示すように，今期に補

修を見送れば，次の定期的な路面性状調査時点におい

てリスク管理水準を達成することが不可能となる．こ

の場合，時点 aにおいて，今期に補修を行うことを決

定するような臨界的な路面健全度 (以下，臨界的健全度

と呼ぶ) が存在する．すなわち，補修政策は，定期的な

路面性状調査時点において「路面健全度が臨界的健全

度より小さい状態（臨界健全度に到達していない状態）

にある場合は補修を見送る」，「臨界的健全度より大き

い状態（臨界健全度を超えて劣化が進行している状態）

にある場合は補修を実施する」というルールとして記

述できる．

以上の議論では，定期的な路面性状調査の間隔を与

件としていた．調査頻度を増加すれば (調査間隔を短

くすれば)，ある調査時点における路面健全度が同一で

あっても，次回の定期的な路面性状調査時点において，
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舗装の路面健全度が使用限界にまで到達している確率

は小さくなる．舗装の補修費用を小さくするためには，

補修の実施の有無を判定するための臨界的健全度がで

きるだけ悪い状態であることが望ましい．したがって，

補修費用を抑制するためには，調査間隔を短くするこ

とが最適調査政策となる．一方で，調査間隔を短くす

れば，調査費用が増加する．したがって，調査費用と補

修費用で構成される LCC費用を最小にするような路面

性状調査の間隔と補修更新政策を同時に求めることが

必要となる．なお，道路管理者が社会的費用の最小化

を考える場合，利用者費用も含めた期待 LCCの最小化

を検討することが理想的である．しかし，現時点にお

いて，道路管理者が負担する直接的費用 (調査費，補修

費)と比較して利用者費用の推計精度には課題が残され

ていると言わざるをえない．そこで，本研究では，期

待 LCCに，利用者費用を含めないこととした．その代

わり，利用者の安全性や快適性等を総合的に考慮して，

舗装の路面健全度に対してリスク管理水準を設けるこ

ととした．

(4) リスク・費用管理曲線

道路舗装の管理項目として期待 LCCとリスク管理水

準をとりあげる．定式化については 4.(2)で詳述する

が，定期的な路面性状調査時点において舗装の路面健

全度が使用限界以下に到達する確率を用いてリスク管

理水準を定義する．いま，リスク管理水準を所与の値

U に固定する．この時，道路管理者は，所与のリスク

管理水準の下で，期待 LCCを最小にするように調査間

隔と臨界的健全度 (補修更新政策) を決定することが課

題となる．以上の考え方で求めた最適調査間隔と補修

政策は，リスク管理水準を与件として求めた条件的最

適補修更新政策である．ここで，リスク管理水準の値

をパラメータと考え，個々のリスク管理水準に対応す

る条件付き最適調査・補修更新政策を求めれば図–3に

示すようなリスク管理水準と期待 LCCのトレードオフ

の関係を表現した曲線を得ることができる．本研究で

は，このような曲線をリスク・費用管理曲線と呼ぶ．舗

装の劣化過程に不確実性が存在するため，たとえば点

αに示すようにリスク管理水準を厳しく設定すれば頻

繁な調査が必要となり，期待 LCCの増加を招く．した

がって，現実的には一定程度のリスクを受け入れざる

を得ない．一方で，現状が同図の点 βに位置する場合，

わずかな調査費用の節約が，リスク管理水準の大幅な

増加を招くことになる．道路管理者がサービス水準の

達成確率に関するリスク管理水準を決定すれば，それ

を実現するための最適調査・補修更新政策を求めるこ

とができる．道路管理者は，利用者の効用や管理瑕疵

の可能性等を総合的に配慮してリスク・費用管理曲線，

図–3 リスク・費用管理曲線

リスク管理水準を決定することが必要となる．リスク

管理水準の決定問題は，本研究の域を超えているが，リ

スク・費用管理曲線は道路管理者が適切なリスク管理

水準を決定する上で重要な役割を果たすことになる．

3. 舗装構造の劣化過程のモデル化

(1) 前提条件

道路管理者がカレンダー時刻 t̄0に道路施設を建設 (も

しくは更新) し，それ以降の時刻にわたって道路舗装を

管理する問題を考える．カレンダー時刻 t̄0を初期時点

t = 0とする離散時間軸 t = 0, 1, 2, · · ·を導入する．離
散時間軸上の点を時点とよびカレンダー時刻と区別す

る．対象とする舗装システムは，図–1に示したように，

路面健全度，舗装耐荷力という 2階層システムで構成さ

れていると考える．離散時間軸上の時点 t1, · · · , tk, · · ·
において路面の補修が実施される．さらに，路面の補

修が実施された時点 tk を始点 uk = 0 とする局所離

散時間軸 uk = 0, 1, 2, · · ·を導入する．局所離散時間軸
上の時点 uk を局所時点と呼ぶ．各離散時点における

舗装耐荷力を離散的状態変数 g(t) (t = 0, · · ·) を用い
て表現する．ただし，離散的状態変数はレーティング

g(t) = s (s = 1, · · · , S)を用いて記述される．レーティ
ング s (s = 1, · · · , S)は，sの値が大きくなるほど舗装
耐荷力が低下していることを意味している．g(t) = S

の場合は，舗装耐荷力が使用限界に到達していることを

意味する．初期時点 t = 0において g(0) = 1である．つ

ぎに，路面健全度を J 個のレーティング h(uk) = i (i =

1 · · · , J ;uk = 0, · · · , Tk)で記述する．ただし，Tk は時
点 tk で路面を補修し，次の補修時点に到達するまでの

期間長であり Tk = tk+1− tkで表される．ただし，局所
時点 uk = 0において h(0) = 1が成立する．h(uk) = J

は，路面の使用限界を表す．

本研究では，舗装の劣化状態を路面健全度，舗装耐

荷力という 2種類の状態変数で表現し，路面健全度の

劣化過程，舗装耐荷力の低下過程をともにマルコフ劣
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化過程で記述する．舗装耐荷力の低下過程は，過去の

劣化過程に依存せず，斉次マルコフ過程で表現できる

と考える．しかし，路面の劣化過程は，舗装耐荷力に

依存すると考える．このため，本研究では，舗装の劣

化状態を路面健全度と舗装耐荷力という 2種類の状態

変数の組で表現する．さらに，舗装の劣化過程をこれ

ら 2種類の状態変数で構成される状態空間上で表現さ

れる斉次マルコフ連鎖モデルとして記述する．

(2) 舗装耐荷力の低下過程

離散時間軸上の期間 [t, t+ 1)における舗装耐荷力の

低下過程を表すマルコフ推移確率を，時点 tで評価さ

れた舗装耐荷力 g(t) = sを与件とし，次の t+1期にお

いて舗装耐荷力 g(t+ 1) = lが生起する条件付確率

Prob[g(t+ 1) = l|g(t) = s] = psl (1)

を用いて表現する．期間長を 1に基準化する．マルコ

フ推移確率は，津田等2)が開発したマルコフ劣化ハザー

ドモデルを用いて表現できる．時点 tにおける舗装耐

荷力 s (s = 1, · · · , S − 1)のハザード率20),21)λs を

λs = exp (xβs) (2)

と表す．ただし，x = (x1, · · · , xQ)は説明変数ベクト
ル，βs = (βs

1, · · · , βs
Q)

′は未知パラメータベクトルであ

る．記号 ′は転置を，Qは説明変数の数を表す．ハザー
ド率 λsは，期間 [t, t+1)に対して一定であると仮定す

る．この時，時点 tにおいて舗装耐荷力 sの状態から，

時点 t+ 1においても舗装耐荷力 sが継続する確率は，

pss = Prob[g(t+ 1) = s|g(t) = s]

= exp(−λs) (3)

となる．さらに，時点 tと時点 t+ 1の間で舗装耐荷力

が sから l (> s)に推移するマルコフ推移確率 psl (s =

1, · · · , S − 1; l = s+ 1, · · · , S)は，

psl = Prob[g(t+ 1) = l|g(t) = s]

=
l∑

m=s

m−1∏
z=s

λz

λz − λm

l−1∏
z=m

λz

λz+1 − λm
exp(−λm)

(s = 1, · · · , S − 1; l = s+ 1, · · · , S) (4)

と表すことができる2)．ただし，表記上の規則として，{ ∏m−1
z=s

λz

λz−λm = 1 (m = sの時）∏l−1
z=m

λz

λz+1−λm = 1 (m = lの時）

が成立すると考える．さらに，表記の便宜上，

l−1∏
z=s, ̸=m

λz

λz − λm
exp(−λm)

=

m−1∏
z=s

λz

λz − λm

l−1∏
z=m

λz

λz+1 − λm
exp(−λm)

と簡略化する．また，psS に関しては，マルコフ推移確

率の条件より次式で表せる．

psS = 1−
S−1∑
l=s

psl　 (5)

(s = 1, · · · , S − 1)

以上の推移確率を用いれば，期間 [t, t+ 1)で定義され

る条件付確率 (3)を要素とするマルコフ推移行列を

P =


p11 · · · p1S

...
. . .

...

0 · · · pSS

 (6)

と定義することができる．さらに，期間 [t, t+ u)にお

ける推移確率行列 (以下，u期推移確率行列と呼ぶ) は

P (u) = {P}u (7)

と表される．なお，u期推移確率行列を

P (u) =


p11(u) · · · p1S(u)
...

. . .
...

0 · · · pSS(u)

 (8)

と表記する．

(3) 路面健全度の劣化過程

離散時間軸上の時点 t1, · · · , tk, · · ·において路面の補
修が実施される．路面の補修が実施された時点 tk を始

点 uk = 0とする局所離散時間軸 uk = 0, · · · , Tkを考え
る．ただし，uk = Tk において次回の路面の補修が実

施される．局所離散時間軸上の時点 ukは，離散時間軸

上の時点 tk + uk と対応する．いま，時点 tk (uk = 0)

に路面の補修が実施され，路面健全度が h(0) = 1に改

善する．局所時点 ukから uk+1の間において生起する

路面の劣化状態の推移状態を，マルコフ推移確率で表

す．単位期間 [uk, uk + 1)の期間長も 1に基準化する．

舗装耐荷力は観察可能ではないが，ひとまず既知で

あると考える．局所期間 [uk, uk + 1)（離散時間軸上の

期間 [tk + uk, tk + uk +1)）における路面の劣化過程を

表すマルコフ推移確率を，局所時点 uk（時点 tk + uk）

で評価された舗装耐荷力 g(tk + uk) = sと路面健全度

h(uk) = iを与件とし，次の局所時点 uk + 1において

路面健全度 h(uk + 1) = j が生起する条件付確率

Prob[h(uk + 1) = j|h(uk) = i, g(tk + uk) = s]

= πij(s) (9)

を用いて定義する．局所期間 [uk, uk +1)において舗装

耐荷力 sは一定であると仮定する．この時，舗装耐荷

力 sを与件とした路面健全度 i (i = 1, · · · , J − 1)のハ

ザード率 µi(s)を

µi(s) = exp
(
γs0yγ

i
)
= exp

(
γs0µ

i
)

(10)
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と表す．ただし，γs0 は舗装耐荷力 s に依存するパラ

メータ，y = (y1, · · · , yV )は説明変数ベクトル，γi =

(γi1, · · · , γiV )′ は未知パラメータベクトル，µi = yγi で

ある．このとき，舗装耐荷力 sの下で局所時点 ukにお

いて路面健全度が iであり，局所時点 uk + 1において

も路面健全度 iが継続する確率は，

πii(s)

= Prob[h(uk + 1) = i|h(uk) = i, g(tk + uk) = s]

= exp{−µi(s)} (11)

となる．さらに，局所時点 uk と局所時点 uk + 1の間

で路面健全度が iから j (> i)に推移するマルコフ推移

確率 πij(s) (i = 1, · · · , J − 1; j = i+ 1, · · · , J)は，

πij(s)

= Prob[h(uk + 1) = j|h(uk) = i, g(tk + uk) = s]

=

j∑
z=i

j−1∏
r=i,̸=z

µr(s)

µr(s)− µz(s)
exp{−µz(s)}

(i = 1, · · · , J − 1; j = i+ 1, · · · , J) (12)

と表すことができる．また，πiJ(s)に関しては，マル

コフ推移確率の条件より次式で表せる．

πiJ(s) = 1−
J−1∑
j=i

πij(s)　 (13)

(s = 1, · · · , S − 1)

以上の推移確率 (12),(13)を用いれば，局所期間 [uk, uk+

1)で定義される条件付確率 (9)を要素とするマルコフ

推移行列を

Π(s) =


π11(s) · · · π1J (s)
...

. . .
...

0 · · · πJJ(s)

 (14)

と定義することができる．

(4) 舗装全体の劣化過程

舗装全体の劣化状態を，路面健全度 iと舗装耐荷力 s

という 2つの状態変数の組 (i, s)を用いて表現する．い

ま，隣接する 2つの時点 tと t+ 1を考える．時点 tに

おける劣化状態を (i, s)，時点 t+ 1の劣化状態を (j, l)

と表す．期間 [t, t + 1)中における舗装耐荷力は時点 t

における状態 sが近似的に継続すると仮定する．ただ

し，劣化過程の単調性条件より i ≤ j, s ≤ lが成立す

る．この時，期間 [t, t+1)において劣化状態が (i, s)か

ら (j, l)に推移する確率 θj,li,s は次式で定義される．

θj,li,s =

{
pslπij(s) i ≤ j, s ≤ lの時

0 それ以外の時
(15)

ここで，θj,li,s を (s, l)要素とする対角ブロック行列を

θji =


θj,1i,1 θj,2i,1 · · · θj,Si,1

0 θj,2i,2 · · · θj,Si,2

...
...

. . .
...

0 0 · · · θj,Si,S

 (16)

とし，舗装全体の劣化過程の推移確率行列を

Θ =


θ11 θ21 · · · θJ1

0 θ22 · · · θJ2
...

...
. . .

...

0 0 · · · θJJ

 (17)

と定義する．この時，調査時点 tからつぎの調査時点

t+ rまでの r期間に生起する劣化状態の推移確率行列

はマルコフ推移確率

Θ(r) = {Θ}r (18)

を用いて表現できる．マルコフ推移確率 Θ(r) の

{(i, s), (j, l)}要素 θj,li,s(r)は r期間のうちに劣化状態が

(i, s)から (j, l)に推移する条件付き確率を表している．

初期時点 t = 0において舗装全体が更新され，舗装

耐荷力が g(0) = 1に，路面健全度が h(0) = 1に確定し

たと考える．初期時点以降，舗装の劣化が進行するが，

劣化過程に不確実性が介在する．時点 tにおいて舗装状

態 (i, s)が生起する確率をψi,s(t)と表し，状態ベクトル

を ψ(t) = {ψ1,1(t), ψ1,2(t), · · · , ψi,s(t), · · · , ψJ,S(t)}と
表す．r期間に及ぶ劣化状態の推移確率が式 (18)で表

現される時，調査時点 tと t + r の状態生起確率 ψ(t)

と ψ(t+ r)の間に

ψ(t+ r) = ψ(t)Θ(r) (19)

が成立する．また，初期時点における舗装状態は (i, s) =

(1, 1)であり，ψ(0) = (1, 0, · · · , 0)と表せることに着目
すれば，任意の時点 tにおける舗装状態の生起確率は

ψ(t) = ψ(0)Θ(t) (20)

と表せる．

4. 最適補修更新モデル

(1) モデル化の前提条件

路面健全度がある閾値を超えた際に FWD調査を実

施し，舗装耐荷力を調査する場合を考える．路面性状調

査を r期ごとに実施する．rは政策変数であるが，ひと

まず与件とする．w回目の路面性状調査が実施される離

散軸上の時点を τ = tk + rw (w = 0, 1, · · · ,W )と定義

する．w回目の路面性状調査により，ある特定の地点に

おける路面健全度が h(τ) = i (i = 1, · · · , J)と判定され
たと考える．時点 τ において，路面健全度が h(τ) = J

と判定された場合は，直ちに路面の補修，もしくは更

新が実施され路面健全度が 1まで回復する．一方，時
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点 τ において路面健全度が h(τ) (1 < h(τ) < J)の場

合に選択可能なアクション eとして，1) 補修工事を実

施せずに路面健全度の判定結果を記録する (アクション

e1)，2) FWD調査を実施し，舗装の補修方法を検討す

る (アクション e2)，という 2つをとりあげる．アクショ

ン e2が選択された場合，FWD調査の結果 g(τ) = sに

基づいて，1) 路面のみが補修され，舗装の劣化状態が

(1, s)に回復する (アクション e21)，2) 舗装更新が実施

され，舗装の劣化状態が (1, 1)に改善する (アクション

e22)．ここで，調査時点 τ における補修更新政策 ξ ∈ ξ̄

を，調査で観測された路面健全度 h(τ) = iに対して，

補修後の路面健全度を指定するルール ηξ(i)を用いて定

義する．ただし，ξ̄は補修更新政策の集合である．すな

わち，補修更新政策 ξ ∈ ξ̄は，

ηξ(i) =


i アクション e1の場合

1 アクション e21の場合

1 アクション e22の場合

(21)

(i = 1, · · · , J)

と記述される．いま，路面の補修の有無を判定する臨界

健全度 i∗(ξ)が存在し，路面健全度 iが臨界健全度 i∗(ξ)

以上になった場合，FWD調査が実施される．さらに，

FWD調査の結果，舗装耐荷力 sが臨界的耐荷力 s∗(ξ)

より小さい場合，路面のみが補修される．それ以上の

場合には，舗装全体が更新される．すなわち，路面の

補修政策は

ηξ(i) =

{
i i < i∗(ξ)

1 i ≥ i∗(ξ)
(22)

(i = 1, · · · , J)

と表される．さらに，舗装の更新政策は，更新後の舗

装耐荷力 sを記述するルール

ιξ(i, s) =


s i < i∗(ξ)

s i ≥ i∗(ξ), s < s∗(ξ)

1 i ≥ i∗(ξ), s ≥ s∗(ξ)

(23)

(i = 1, · · · , J ; s = 1, · · · , S)

を用いて表現される．条件 (23)を満足する補修更新政

策の集合をΞと表す．調査後路面健全度に基づいて，必

要な場合には直ちに補修更新が実施される．

(2) 舗装の劣化・補修過程

舗装の調査・補修更新政策 (r, ξ)の下で実現する劣化・

補修過程をマルコフ過程としてモデル化する．任意の

調査時点 τ において実施される一連のアクションの論

理的順序を図–4に整理している．いま，調査時点の期

首における真の舗装状態を (i, s)で表す．しかし，真の

舗装状態は調査を実施する直前の時点において知るこ

とはできない．つぎに，1) 路面性状調査が実施され路

面健全度 iが観測される．2) 路面健全度が i ≥ i∗(ξ)の

図–4 調査・補修更新アクションの論理的順序

場合，FWD調査が実施される．3) 舗装耐荷力 sが観

測され，s ≥ s∗(ξ)の場合には，舗装が更新される．一

方，s < s∗(ξ)の場合には，路面のみが補修される．以

上の一連のアクションは瞬時に実施されると考える．こ

れらの補修アクションの終了後における真の舗装状態

を (j, l)と表す．すなわち，補修更新政策 ξを実施する

ことにより，真の舗装状態は (i, s)から (j, l)に推移す

る．このような真の状態変数の推移関係を

αj,l;ξ
i,s =

{
1 ηξ(i) = j ιξ(i, s) = l

0 それ以外の場合
(24)

(i = 1, · · · , J ; s = 1, · · · , S)

と表す．さらに，推移関係 αj,l;ξ
i,s を {(i, s), (j, l)}要素と

する推移行列

Aξ =



α1,1;ξ
1,1 α1,2;ξ

1,1 · · · αj,l;ξ
1,1 · · · αJ,S;ξ

1,1

α1,1;ξ
1,2 α1,2;ξ

1,2 · · · αj,l;ξ
1,2 · · · αJ,S;ξ

1,2

...
...

. . .
...

. . .
...

α1,1;ξ
i,s α1,2;ξ

i,s · · · αj,l;ξ
i,s · · · αJ,S;ξ

i,s

...
...

. . .
...

. . .
...

α1,1;ξ
J,S α1,2;ξ

J,S · · · αj,l;ξ
J,S · · · αJ,S;ξ

J,S


(25)

を用いて定義する．

さらに，調査・補修更新政策 (r, ξ)の下で調査時点 τ

において (調査が実施される直前で) 定義される真の舗

装状態の生起確率分布を

ψr,ξ(τ) = {ψr,ξ
1,1(τ), ψ

r,ξ
1,2(τ), · · · , ψ

r,ξ
J,S(τ)}と表すと，調

査時点 τ と次の調査時点 τ + r において実現する舗装

の劣化・補修過程は

ψr,ξ(τ + r) = ψr,ξ(τ)Θr,ξ (26)

と表すことができる．ただし，Θr,ξ = AξΘ(r)であり，

その {(i, s), (j, l)}要素を θj,l;ξi,s (r)と表す．さらに，舗

装の劣化・補修過程の定常状態をとると，

ψr,ξ,∗ = ψr,ξ,∗AξΘ(r) (27)
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が成立する．ここに，ψr,ξ,∗ = (ψr,ξ,∗
1,1 , ψr,ξ,∗

1,2 , · · · , ψr,ξ,∗
J,S )

は調査時点における真の舗装状態に関する長期定常生

起確率を表す．

最適補修更新モデルを，舗装のリスク管理水準を一

定水準以上に確保した上で，初期時点から無限期間に

わたって発生する補修更新費用の現在価値 (期待 LCC)

を最小にする問題として定式化する．舗装の調査時点

において路面健全度が使用限界に到達している定常生

起確率 (使用限界確率と呼ぶ) を一定水準以下に抑制す

ることをリスク管理目標として設定する．調査時点 τ

における舗装の路面健全度の定常生起確率を

ρr,ξ,∗ = (ρr,ξ,∗1 , · · · , ρr,ξ,∗J ) (28)

で表現する．ただし，

ρr,ξ,∗i =
S∑

s=1

ψr,ξ,∗
i,s (i = 1, · · · , J) (29)

と表される．任意の路面性状調査時点 τ において使用限

界である路面健全度 J が観測される使用限界確率 ρr,ξ,∗J

をリスク管理水準 U 以下に抑えることが可能な調査・

補修更新政策 (r, ξ)の集合 Ξ(U)を，次式のように定義

する．

Ξ(U) = {(r, ξ)|ρr,ξ,∗J ≤ U} (30)

(3) 定式化

調査間隔 r と調査時点において実施される補修更新

政策 ξ は，ともに政策変数である．これら 2つの政策

変数の組 (r, ξ) ∈ Ξを調査・補修更新政策と呼ぶ．ただ

し，Ξは，調査・補修更新政策集合である．道路管理者

が調査・補修更新政策 (r, ξ) ∈ Ξ(U)に従って，道路舗

装の点検・補修を実施する場面を考える．道路管理者

は，時点 τ = tk + rw (w = 0, 1, · · ·)において，路面性
状調査を実施する．路面性状調査費用を cと表す．さら

に，路面性状調査の実施時点において，路面健全度が

臨界的健全度 i∗(ξ)より大きくなった場合，舗装の補修

を実施する．補修費用は補修直前の路面健全度 iに依

存しないと仮定し，路面の補修費用を ωで表す．また，

FWD調査費用を ζ，舗装の更新費用を D と表す．い

ま，ある路面性状調査時点 ukにおいて真の劣化状態が

(i, s)であると仮定する．路面性状調査を行うことによ

り，路面の性状 iに関する情報を獲得できる．さらに，

FWD調査を行うことにより，舗装耐荷力 sに関する情

報を獲得できる．ここで，補修更新政策 ξ を表す 2種

類の 0-1変数

δξi =

{
0 i < i∗(ξ)

1 i ≥ i∗(ξ)

νξi,s =


0 i < i∗(ξ)

0 i ≥ i∗(ξ), s < s∗(ξ)

1 i ≥ i∗(ξ), s ≥ s∗(ξ)

を定義する．ただし，i = 1, s = 1 の場合には δξi =

0, νξi,s = 0を仮定する．ある調査時点 τ において真の

劣化状態が (i, s)の時に，その時点以降，調査・補修更

新政策 (r, ξ)を恒常的に適用することによって発生する

調査・補修更新費用の期待割引当該期価値 (期待 LCC)

V r,ξ
i,s は，再帰的に

V r,ξ
i,s = c+ νξi,s(D + ζ + V r,ξ

1,1 )

+ δξi (1− νξi,s)(ω + ζ + V r,ξ
1,s )

+ (1− δξi )

J∑
j=i

S∑
l=s

exp(−ρr)θj,li,s(r)V
r,ξ
j,l 　 (31)

(i = 1, · · · , J ; s = 1, · · · , S)

と定義できる．ただし，ρは割引率，θj,li,s(r)は式 (18)で

定義されるマルコフ推移確率 Θ(r)の {(i, s), (j, l)}要
素を表している．式 (31)は状況依存的期待 LCC費用

V r,ξ
i,s (i = 1, · · · , I; s = 1, · · · , S)に関する連立方程式に
なっている．式 (31)は

V r,ξ
i,s = R1,1;r,ξ

i,s V r,ξ
1,1 +R1,s;r,ξ

i,s V r,ξ
1,s

+
J∑

j=i

S∑
s=1

Rj,l;r,ξ
i,s V r,ξ

j,l + Ur,ξ
i,s　 (32)

(i = 1, · · · , J ; s = 1, · · · , S)

と書き換えることができる．ただし，

R1,1;r,ξ
i,s = νξi,s (33a)

R1,s;r,ξ
i,s = δξi (1− νξi,s) (33b)

Rj,l;r,ξ
i,s = (1− δξi ) exp(−ρr)θ

j,l
i,s(r) (j ̸= 1) (33c)

Ur,ξ
i,s = c+ δξi (1− νξi,s)(ω + ζ) + νξi,s(D + ζ)

(33d)

である．連立方程式 (32)を

V r,ξ = V r,ξΓr,ξ +U r,ξ (34)

と行列表記する．ただし，

V r,ξ = (V r,ξ
1,1 , V

r,ξ
1,2 , . . . , V

r,ξ
i,s , · · · , V

r,ξ
J,S) (35a)

U r,ξ = (Ur,ξ
1,1 ,U

r,ξ
1,2 , · · · ,U

r,ξ
i,s , · · · ,U

r,ξ
J,S) (35b)

Γr,ξ =



R1,1;r,ξ
1,1 R1,2;r,ξ

1,1 · · · RJ,S;r,ξ
1,1

...
...

. . .
...

R1,1;r,ξ
i,s R1,2;r,ξ

i,s · · · RJ,S;r,ξ
i,s

...
...

. . .
...

R1,1;r,ξ
J,S R1,2;r,ξ

J,S · · · RJ,S;r,ξ
J,S


(35c)

である．

連立方程式 (34)を解くことにより，状況依存的期待

LCCを求めることができる．状況依存的期待 LCCで

ある V r,ξ
i,s は当該時点において舗装状態が (i, s)の時に，

それ以降調査・補修更新政策 (r, ξ)を恒常的に適用する

場合に発生する期待 LCCの当該期価値を表している．
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いま，長期定常状態において，道路舗装の運用により

発生する期待 LCCの現在価値を

LCC(r, ξ) =
J∑

i=1

S∑
s=1

ψr,ξ,∗
i,s V r,ξ

i,s (36)

と定義する．この時，リスク管理水準 U を所与とした

時に，期待 LCCを最小とするような舗装の調査・補修

更新政策を求める最適補修更新政策モデルは，

min
r,ξ

{
LCC(r, ξ)

}
(37a)

subject to (r, ξ) ∈ Ξ(U) (37b)

と定式化できる．この問題の最適解として求まる最適

調査・補修更新政策はリスク管理水準 U を所与とした

条件付き最適政策であり，このことを明示的に表現す

るために最適政策を (r∗(U), ξ∗(U))と表す．

(4) 解法

最適補修更新モデルの最適解を求める方法を提案す

る．ひとまず，調査・補修更新政策 (r, ξ)を与件とする．

調査・補修更新政策 (r, ξ)を所与とした場合，舗装状態

(i, s)を与件とした期待 LCCである V r,ξ
i,s は，連立方程

式 (34)を解くことにより求めることができる．すべて

の (r, ξ) ∈ Ξに対して網羅的に V r,ξ
i,s (i = 1, · · · , J ; s =

1, · · · , S)を計算することにより，問題 (37a),(37b)の最

適解 (r∗(U), ξ∗(U))を求めることができる．最適補修

更新モデルの解法は以下の手順で求めることができる．

• step 1　 (r, ξ)を設定する．

• step 2　推移確率 P ξ(r)を求める．

• step 3 　式 (27),(29) を用いて ρr,ξ,∗J を求め，

ρr,ξ,∗J ≤ U を満足するかどうかを検討する．満足

しない場合，step 6へ進む．満足する場合，step

4へ進む．

• step 4 　連立方程式 (34) を解き，V r,ξ
i,s (i =

1, · · · ,J ; s = 1, · · · , S)を求める．
• step 5　 LCC(r, ξ)を求める．

• step 6　すべての (r, ξ)に対して探索が終了してい

ない場合，新しい (r, ξ)を設定し，step 2へ戻る．

すべての (r, ξ)に関して探索した場合，LCC(r, ξ)

を最小にするような (r∗, ξ∗)を求める．

以上の最適補修更新モデルの解法を図–5に一括して整

理している．

5. 適用事例

(1) 適用事例の概要

本研究で提案した方法論を NEXCO各社が管理する

高速道路舗装のマネジメント問題に適用し，方法論の

有効性を実証的に検討する．本研究で用いたデータは，

高速道路総合技術研究所が実施した舗装健全度調査の

図–5 最適補修更新モデルの解法

結果であり，全 47路線，合計 940箇所において路面性

状調査と FWD調査が実施されている．対象箇所では，

複数の時間断面において調査が実施されている．対象

区間では，路面補修は実施されているものの，道路建設

時点から舗装更新は実施されていない．建設時点に関

するデータが利用可能であるため，建設時点から最初

の調査時点までの期間，調査時点からつぎの調査時点

に至るまでの期間のそれぞれを 1単位のサンプルデー

タと定義した．このような考え方で階層的隠れマルコ

フ劣化モデル22)を推計するためのデータベースを整備

した．モデル推計に用いたサンプル数は 1,510個とな

る．路面性状調査では 100m区間を基本単位として，路

面健全度を評価する．その結果に基づいて補修箇所を

選定する．以上の方法で作成したサンプルデータの特

性を表–1に整理している．

路面性状調査では比較的長い区間を一斉調査し，そ

の調査結果から損傷が進行している区間を 100m 区間

別に判定し，補修する区間を選定する．路面性状調査

では，1)ひび割れ，2)わだち掘れ，3)平坦性 (IRI)と

いう 3種類の損傷タイプのそれぞれに対して路面健全

度に関する情報が得られる．補修基準値は，3つの損傷

別に予め設定されており，ある舗装区間の 3つの損傷

のいずれかの値が補修基準値に達すれば，要補修区間

として判別される．本研究では，3種類の損傷の中で，

劣化の進展が早いとされるひび割れに着目して，路面

健全度を定義する23)．ひび割れは，調査対象範囲を小

メッシュに分割し，ひび割れが存在するメッシュの割

合で評価する．ひび割れ率に基づいて，路面健全度を
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表–1 サンプルデータの特性

総延長 37.75km

敷設年度 1963年～2005年

総道路区間数 755

総サンプル数 1, 510

大型車交通量 平均 4, 572台/日 (81～19, 347)

耐荷力別 健全度（耐荷力） 1 2 3 4 5
サンプリング状況 サンプル数 710 495 201 82 22

サンプルの割合 47% 33% 13% 5% 1%

表–2 路面健全度

健全度 ランクひび割れ評価 (%)

1 Cr = 0

2 0 < Cr ≤ 2.5

3 2.5.Cr ≤ 5

4 5 < Cr ≤ 7.5

5 7.5 < Cr ≤ 10

表–2に示すように定義した．健全度 5の状態が使用限

界である．なお，実務ではひび割れ率 20%を補修の目

安としている．しかし，今回解析対象とした道路区間

においては，ひび割れ率が 20%に到達する前に補修が

実施される道路区間も多くみられ，ひび割れ率 10%を

超えるようなサンプルが相対的に少ない状況であった．

このような一部のサンプルが欠損した状態でモデル推

計を行うと，期待寿命が現実よりも過大に評価される

というサンプル欠損バイアスが生じることになる．サ

ンプル欠損バイアスの影響を考慮したモデルについて

は参考文献 7)に詳しいが，本研究では路面健全度と耐

荷力の低下に関する階層性に主眼を置くことを目的と

し，サンプル欠損バイアスの影響を避けるために，サ

ンプルが十分に確保できるひび割れ率 10%を上限と設

定した．一方，路面性状調査を実施した対象区間にお

いて，FWD調査によるたわみ測定も実施されている．

本適用事例では，たわみ測定の結果に基づいて，アス

ファルト層の健全度をD指標

D =
D0 −D90

∆
× 106 (38)

を用いて評価する．ただし，D0, D90 は，それぞれ重

錘の載荷点直下，および載荷点から 90cm離れた地点

のたわみ量 (mm), ∆はアスファルト層の設計厚 (mm)

を表す．さらに，D指標を表–3に示すように離散化し，

耐荷力健全度（以下，路面健全度との相違を明確にす

るために，耐荷力ランクと呼ぶ）を定義した．耐荷力

ランク 5は使用限界を意味している．耐荷力ランクが

5に到達した場合，アスファルト層全体の更新が実施さ

れることになる．

表–3 舗装耐荷力の健全度

耐荷力ランク FWD

1 D ≤ 400

2 400 < D ≤ 800

3 800 < D ≤ 1, 200

4 1, 200 < D ≤ 1, 600

5 1, 600 < D

本研究では，小林等22)が提案した階層的隠れマルコ

フ劣化モデルを用いて，式 (17)で表現されるマルコフ

推移確率を推計する．その際，表–2で設定した路面健

全度に基づき，健全度 5を除く合計 4つの健全度に対し

て式 (2)で表される路面健全度ハザードモデルを，表–

3 に示す 5 個の耐荷力ランクのうち，耐荷力ランク 5

を除く 4 つのランクに対して式 (10) の耐荷力ハザー

ドモデルを推計した．同式に示したように，路面健全

度ハザード率には，耐荷力ランクに応じて劣化ハザー

ドが比例的に変化することを表すスケールパラメータ

γs0 (s = 1, · · · , S− 1)が含まれる．パラメータの識別可

能条件より，S − 1個のパラメータ γs0 のうち，γ
1
0 を 1

に基準化する．MCMC (Markov Chain Monte Carlo)

法22)−25)を用いた階層的隠れマルコフ劣化モデルの推

計方法に関する詳細は参考文献 28)に譲ることとする．

階層的隠れマルコフ劣化モデルを推計するにあたり，

路面健全度ハザード率に影響を及ぼす要因として，地

域区分，舗装種別，舗装厚，道路構造特性，交通量等を

候補として取り上げた．一方，耐荷力ハザード率に関し

ても同様の変数を説明変数の候補して取り上げ，これら

候補となる説明変数すべての組み合わせに対して階層

的隠れマルコフ劣化ハザード関数を推計した．舗装厚，

交通量のような定量的パラメータに関しては，サンプ

ル中の最大値が 1となるように基準化した．説明変数

の組み合わせの中で，符号条件および Geweke検定を

満足しないような変数の組を除外し，最終的にはベイ

ズファクター4),26)−28)を最大にするような変数の組み

合わせを採用することとした．以上のように推計した
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表–4 パラメータの推計結果 (耐荷力)

定数項 大型車交通量

耐荷力 βi
1 βi

2

–3.012 —
1 (–3.082,–2.943) (—)

0.386 —

–2.307 0.576
2 (–2.414,–2.204) (0.420,0.730)

0.125 1.024

–2.090 0.567
3 (–2.218,–1.965) (0.406,0.723)

0.401 0.670

–2.439 —
4 (–2.595,–2.284) (—)

1.762 —

注) 各健全度ごとに，第 1 行はパラメータサンプルの期待
値，第 2行はパラメータ推計値の 95%信用域の下限値と上
限値，第 3行は Geweke検定統計量を表している．

表–5 パラメータの推計結果 (路面健全度)

定数項 大型車交通量

健全度 γi
1 γi

2

–2.271 0.086
1 (–2.361,–2.184) (–0.062,0.234)

0.844 0.148

–2.170 —
2 (–2.290,–2.052) (—)

0.527 —

–1.553 —
3 (–1.696,–1.406) (—)

1.615 —

–1.996 —
4 (–2.150,–1.842) (—)

1.414 —

注) 各健全度ごとに，第 1 行はパラメータサンプルの期待
値，第 2行はパラメータ推計値の 95%信用域の下限値と上
限値，第 3行は Geweke検定統計量を表している．スケー
ルパラメータ γ0 の推計値に関しては別途表–6に示す．

階層的隠れマルコフ劣化ハザードモデルのうち，表–4

には耐荷力の低下過程を表すハザードモデルを，表–5

には路面の劣化過程を表すハザードモデルの推計結果

を示している．表–4と表–5のいずれのモデルも定数

項，および大型車交通量が説明変数として選ばれてい

る．定数項のみが選ばれたモデルは，大型交通量の多寡

に関わらず，劣化が時間に対して一定の速度で進展す

ることを意味している．また，耐荷力に依存する路面

劣化速度の異質性を表すスケールパラメータの推計結

果を表–6に示す．耐荷力の健全度が大きくなれば，ス

ケールパラメータの値も増加している．式 (10)を考慮

すると，耐荷力の健全度が 2の場合，健全度が 4のと

きよりも路面健全度の劣化速度が約 2倍速くなること

を意味している．

表–6 スケールパラメータの推計結果 (γ0)

スケールパラメータ

健全度 γs
0

1.170
s = 2 (1.046,1.452)

1.629
s = 3 (1.418,2.233)

2.348
s = 4 (1.961,3.421)

図–6 使用限界確率と期待 LCCの関係

表–7リスク管理水準と最適調査・補修更新政策
リスク 臨界的 臨界 調査 期待

管理水準 健全度 耐荷力 間隔 LCC

U i∗ s∗ r∗ LCC (千円)

0.5％ 3 5 1 4,500

1.0％ 4 5 1 2,300

2.0％ 4 5 1 2,300

5.0％ 4 5 2 2,200

10.0％ 4 5 4 2,100

15.0％ 4 5 5 2,070

20.0％ 4 5 6 2,030

(2) モデルの分析結果

本研究で提案した最適補修更新モデルは，所与のリ

スク管理水準 U の下で，期待 LCC (式 (36)参照) を最

小にするような最適調査・補修更新政策 (r∗, ξ∗)を求め

ることを目的としている．適用事例である高速道路区

間 (延長 100m，幅員を 3.5m)は，密度 1.98t/m3，表層

4cmの排水性舗装が施されている．過去の調査・補修

実績に基づいて，単位区間当たりの補修費用は 810千

円/区間，路面性状調査費用は 2千円/区間と設定した．

また，FWD調査諸費用は 495千円/区間，舗装の更新

費用は 3,800千円/区間である．リスク管理水準 U をパ

ラメトリックに変化させ，それぞれのリスク管理水準

に対応する最適政策を求めることによりリスク・費用

管理曲線を導出した．図–6の各線は臨界健全度 (i∗, s∗)

を与件として，調査間隔を変化させた各ケースに対応
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した LCC(r, ξ) (期待 LCC) と使用限界確率 ρr,ξ,∗5 の関

係をプロットしたものである．すなわち，同一線上の

各点は，同一の臨界健全度 (i∗, s∗)と対応している．さ

らに，同図の各線の中で，もっとも下方に位置する線

に着目して包絡線を描くことによりリスク・費用管理

曲線を求めることができる．さらに，表–7には，リス

ク・費用管理曲線上の各点に対応するリスク管理水準

U と最適臨界健全度 (i∗, s∗)および最適調査間隔 r∗ の

関係を示している．

つぎに，リスク・費用管理曲線上の各点に着目する．

図–6の横軸をリスク管理水準 U に読み替える．路面性

状調査の調査間隔が長くなるほど，調査費用が低減す

るために，LCC(r∗, ξ∗)は減少する．その一方で，リス

ク管理水準が逆に増加する．表–7に示すように，リス

ク管理水準が 1.0%以上の場合は，路面健全度が臨界健

全度 i∗ = 4に到達した時点で路面補修を実施すること

が望ましい．リスク管理水準U を 0.5%という高水準に

維持するためには，臨界的健全度を i∗ = 3に設定する

ことが必要となる．しかし，リスク管理水準 U = 0.5%

という値は，極めて高水準であり，現実的ではない．現

行の舗装マネジメントで採用されているように，路面

健全度が (使用限界である健全度 5より 1つ小さい) 健

全度 i∗ = 4の段階で予防的に路面補修を行うことが望

ましい．一方，耐荷力に関しては，臨界耐荷力がいず

れのリスク管理水準においても，s∗ = 5であり，耐荷

力が使用限界に到達した時点で舗装全体の補修を行う

ことが期待 LCCの観点からは望ましい．適用事例に関

する限り，調査費用と比較して補修更新費用が卓越的

に大きいため，リスク管理水準を上昇させるためには，

路面性状調査，FWD調査の頻度を増加させることが望

ましいことが判明した．リスク管理水準を U = 5%に

設定すれば，2 年ごとに路面性状調査を実施すること

が最適点検間隔となる．このような政策は，同区間で

現在実施されている調査・補修更新政策とほぼ同一で

あり，現行の調査・補修更新政策はリスク管理水準を

5%に設定した場合における最適政策になっていると評

価できる．

(3) 感度分析

本研究では，小林等が推計した階層的隠れマルコフ

劣化モデル22)を用いて路面，耐荷力のパフォーマンス

カーブを作成し期待 LCCを算定した．しかし，路面，

耐荷力の劣化過程には多大な不確実性が介在するとと

もに，道路区間によって劣化速度は多様に変動する．以

下では，劣化速度の異質性，不確実性が舗装の調査・補

修更新政策に及ぼす影響について感度分析を試みる．い

ま，2種類の感度パラメータ µ0, µ1 を用いて，舗装耐

荷力 s (s = 1, · · · , S − 1)のハザード率 (式 (2))，舗装

図–7 感度分析 µ0

図–8 感度分析 µ1

耐荷力 sを与件とした路面健全度 i (i = 1, · · · , J − 1)

のハザード率 (式 (10))を

λs(µ0) = µ0λ
s (39a)

µi(s : µ1) = µ1γ
s
0µ

i (39b)

と書き改める．図–7には感度パラメータ µ0 を区間

[0.7, 1.3] にわたり，幅 0.1 刻みに変化させた舗装耐荷

力に関するリスク・費用管理曲線を示している．また，

図–8には，路面健全度の劣化ハザード率を変化させた

場合に対して求めたリスク・費用管理曲線を示してい

る．いずれの図においても，µ0 = 1, µ1 = 1の場合が，

ベンチマーキングとして求めた場合に該当する．特に，

感度パラメータ µ0, µ1 が 1 より小さい場合，ベンチ

マークケースよりも，当該の道路区間における劣化速

度が遅くなる場合に対応している．その結果，ベンチ

マークケースと比較して，リスク・費用管理曲線が上

方にシフトすることが読み取れる．逆に，µ0, µ1 が 1

より大きくなると，リスク・費用管理曲線が下方にシ

フトする．図–7，図–8には，最適点検間隔も併記して

いる．感度パラメータ値が大きくなると，劣化速度が
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図–9 感度分析 ζ

速くなるため，点検間隔が短くなる．図–7と図–8を比

較することにより，舗装耐荷力の感度パラメータ µ0が

変化した方が，期待 LCCの変化が大きいことが読み取

れる．なお，感度分析を行った場合においても，最適

補修更新政策を表す臨界健全度 i∗と臨界耐荷力 s∗の組

み合わせは，表–7の場合と同様に，U = 0.5の場合に

(i∗, s∗) = (3, 5)，それ以外の場合には (i∗, s∗) = (4, 5)

になっていることを付記しておく．

また,図–9は舗装基礎部分の耐荷力を調査するFWD

調査費用についての感度分析を行った結果を示してい

る．本研究の適用事例では一区間の調査費用を 4,950円

を所与の値として計算を行った．しかし，社会的情勢や

経済状況に応じて，FWD調査費用が変動することは十

分に起こりえる事態といえる．そのため，当該道路管

理者は費用変化による管理費用の変動を,ある程度把握

していることが理想的である．今回は FWD調査費用

を 2,000円から 20,000円まで約 3,000円間隔で変動さ

せて計算を行った．図からもわかるように図–7，図–8

のように何らかが原因しハザード率に影響が生じて場

合とは異なり，FWD調査による管理費用変動はほぼ変

わらないことが見て取れる．つまり，舗装構造物の更

新費用が多額であり，舗装構造物を調査を適切に行い，

予防的に補修更新することが最適な管理姿勢であると

いえる．

(4) 実用化への示唆

本研究では路面性状調査を実施し路面補修の有無を

決定するとともに，路面補修の対象となる区間で追加

的に FWD調査を実施し舗装更新の有無を決定すると

いう方針の下で，期待 LCCの最小化を達成するような

最適点検間隔と補修更新政策を求める最適補修更新モ

デルを定式化した．FWD調査の実施時には車両通行に

影響が生じるため，調査対象区間を限定して FWD調

査を実施することは道路交通の効率化に資するだけで

なく，情報の蓄積を通して，今後の意思決定の精緻化

に極めて有用な行為であると考えられる．しかしなが

ら，FWD調査の結果，舗装耐荷力の低下が判明し，路

面補修から舗装更新に切り替えることにより追加的費

用が発生する．事前に補修更新計画を立案し，必要な

更新費用を確保しておくためには，路面補修回数と路

面健全度の劣化速度（パフォーマンスカーブ）の相対的

な関係を把握しておくことが望ましい．例えば，表–6

に示したスケールパラメータを参考にすることができ

る．具体的には舗装耐荷力が s = 4の場合には s = 1

の場合と比較して，路面健全度の劣化速度が約 2.4倍速

くなっている．したがって，新設時の路面健全度のパ

フォーマンスカーブと比較して，現時点のパフォーマ

ンスカーブが相対的に 2倍以上速いようであれば，次

回路面健全度が臨界的健全度に到達した段階では舗装

更新を視野に入れておく必要がある．

さらに，感度分析を通してリスク管理水準 5%付近で

は臨界的健全度や臨界耐荷力は変化しないことも判明

した．前述した通り，今回の適用事例のように補修更新

費用が調査費用に比べて卓越的に大きい場合には，調

査間隔や期待ライフサイクル費用の変動のみを考慮し

ておけば良いことを意味する．さらに，路面に関して

は健全度 4という予防保全策が採用されるが，耐荷力

に関しては事後保全策が採用される．もちろん，本研

究で検討した適用事例は，ごく一部の高速道路区間を

対象としたものであって，異なる道路環境の下では，最

適補修更新政策の内容や期待ライフサイクル費用が異

なることが十分に起こり得る．しかしながら，対象道

路区間は代表的区間でもあることから，獲得した知見

は道路管理者の実務的経験とある程度整合的であると

考えている．さらに，高速道路においても今後耐荷力

の低下に伴う舗装更新の増加が見込まれる中，最適補
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修更新政策に関する知見を獲得可能な方法論は今後の

調査・補修更新計画の立案において極めて有用である

と考える．

6. おわりに

本研究では，道路管理者が設定する舗装サービス水

準に関する所与のリスク管理水準の下で，補修更新費

用，および調査費用で構成される期待 LCCの最小化を

達成するような調査間隔や舗装の補修更新政策を求め

るような方法論を提案した．具体的には，舗装の劣化

状態を路面健全度と舗装耐荷力という 2種類の状態変

数を用いて表現するとともに，舗装の劣化過程を路面

健全度の劣化過程と舗装耐荷力の劣化過程という複合

的なマルコフ劣化モデルを用いて表現した．その上で，

所与のリスク管理水準の下で期待 LCCを最小にするよ

うな調査間隔と補修更新政策を同時に決定するような

最適補修更新モデルを定式化した．最後に，現実の高速

道路を対象とした適用事例を通じて，本研究で提案し

た方法論の有効性を実証的に分析した．その結果，路

面に関しては健全度 4 という予防保全策を，耐荷力に

関しては事後保全策を採用することが望ましいという

結果が得られた．もちろん，この知見は，実証分析の

対象としてとりあげた道路区間にのみ成立する事項で

あることは言うまでもない．今後，異なる道路環境を

対象とした実証分析を蓄積することにより，本研究で

提案した方法論の有効性を継続的に検討するとともに，

実用的な調査・補修更新政策に関する知見を蓄積する

ことが必要である．

本研究で提案した方法論の有用性を増加するために

いくつかの研究課題が残されている．第 1に，補修更

新政策に関しては，本研究でとりあげた方法以外にも

多様な方法が考えられる．たとえば，本研究では補修

を実施する際に FWD調査を実施することを想定した

が，FWD 調査の実施タイミングの最適化を行うよう

な最適補修更新モデルを定式化することも可能である．

第 2に，路面健全度の劣化速度を相対評価することに

より FWD調査を実施するような実用的舗装マネジメ

ント手法の開発が可能である．耐荷力が低下すれば路

面健全度の劣化速度が大きくなる．路面健全度の劣化

速度を評価することにより，舗装耐荷力の低下状態に

関する情報を間接的に獲得することができる．路面健

全度の劣化速度に関する相対評価を通じて，FWD 調

査の実施タイミングの合理化を図ることが可能である．

第 3に，本研究では対象とする路線が，ほとんど同一

の舗装特性や交通特性を有する区間で構成される場合

を想定している．このため，単一のパフォーマンスカー

ブを用いた最適補修更新モデルを定式化した．対象と

する路線が，多様な舗装構造や道路特性を有する区間

で構成される場合，道路区間の異質性を考慮した最適

補修更新モデルを開発することが必要となる．第 4に，

本研究の適用事例では単一の路線を対象として，調査・

補修更新政策を検討した．今後は，複数路線を対象と

して，実用的な路面性状調査の計画方法論を開発する

ことが必要である．第 5に，本研究で提案した最適補

修更新モデルは，若干の修正により，舗装以外の土木施

設のアセットマネジメント問題に適用可能である．特

に，補修工法に多様性がある場合，補修更新政策の数

が膨大になるため効率的な解法を開発することが必要

である．
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